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1964年にジュネーブで開催されたし甘連貿易閲発会議は

ラテン・アメリカ諸国にとって，貿易政策に関する重要

な提案を行なう適切な磯会であった。国連ラテン・アメ

リカ経済委員会 (ECLA)はこの会説に先だって資料の

作製にあたり，ラテン・アメリカ各国代表の見解を統一

してラテン・アメリカブロックとしての主張の韮本線を

確立するために， ラテン・アメリカ貿易政策担当官会議

(La Reuni6n de Expertos Gubernamentales de Amfaica 

Latina en Politica Comercial)をi：催した。

1964年 1月20rlからプラジリア市で1開催されたこの会

合では ECLAによって作刺された百料に｝，［づいて各国

専門家の討滋が直ねられ， ラテン・了 l 1) 力の貿易がれ

面する情納について幅広い分析が行たわれた。その結果

ジュネープ会議に臨むフテン・アメリカ諸国の一致した

態度の決定を可能にした判断の凡準が引き出された。こ

のときの諸資料は先進7ご業国に対するラテン・アメリカ

ブロックの姿勢を理解する上に訳要である。本位はメキ

シコの著名な出版社 Fondode Cultura Econ6micaが

国連の許可を得て， ECLAが作製したこれらの資斜 3点

を集め，標記の新しいタイトルつけて，オリジナルで

あるスペイン語版のまま出版した単行本で，国連から

は，別々のドキュメントとして英語版も出版配布されて

いる。 3点とは， Ami:ricaLatina y la Conferencia de 

las Naciones Unidas sabre Comercio y Desarrollo 

(E/CN. 12/693)（ラテン・アメリカと国連貿易開発会議），

lnforme de la Reunion Extraordinaria de! Subcomite 

de Comercio Centroamericano (Mexico, encro 1964) 

(E;CN. 12/CCE/314)（中米貿易小委員公臨時会淡報店

,t}:), Informe de la Secretar:a de la CEPAL sohre la 

RNmiりnde Expertos Cubernamcnlall's de Amぐrica

Latina en Politica Comercial (Brasilia, enero 1961) 

(E/CN. 12/691)（ラテ：・アメリカ貿易政策担‘1,i官会滋

図苫資料部

のECLA事務局による報告苫）で，はじめの E/CN.12/693

が本岳のj：部をなしており，あとの 2点は付録として収

められている。 （三宅）

I品宝等反言：e[芸虚苺立ご翌忌筈五芝~iiぎ|
1952~59年の中国の経済発展を国民所得叶算を通じて

分析し，社会主義下の中国経済が， 1930年代と比べた場

合に， どのくらいの水準にあるかを推定しようとしたも

のである。 30年代の基準としては，よいデータが比較的

そろっている1933年が選ばれている。

朽佑ま，国民所得の既念が中国と西欧において異なっ

ている、点を屯視し，公式発表の国民所得統，，1•には依らず，

独 191でその値を推，，Iしている。すなわち，生産・価格・

記 ilなどの），し礎的な統，i1を使って，西欧の国民所得の概

念に合致したところの値をは算し，つぎに，基礎't'Jなデ

ータのもつバイアスを｛修正して最終的な値を叶算すると

いう方法をとっている。

糾論として，著者は， 1952~59年の国民生産の年平均

成比率が1952年価格で 6%, 1933年価格で4.4％であり，

また， 1人当たりの消費は， 1933年に比べ， 1957年に10

％低く， 1958年には15％も低いと主張する。 （村野）

I仇53H～ご’ぷ。nn,a霊。悶贔°Vlenresi;［はロ
1964, 184p. （Middle Eastern monographs) I 

統は資料が不十分である低開発諸国では，国民所得推

計は非常に困難であり，また誤謬をおかしやすい。中近

東地域諸国はいずれも統叶資料が不伽であり，また国民

所得推，」も発展しない。若者 K.Haseel)は現在イラク

中央銀行総裁であり，過去には工業連盟事務),.j長，バグ

ダッド大学講師という経歴をもっている。したがって，

かれはイラク経済の全体的な構造，実際の経済活動を熟

知しており，各分野の実務活飢家とも知己であるので，
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統叶資料上の不Viiiから生ずる誤謬をさけている。この調

査は1953~56年にケンブリッジ大学の W.B. Reddaway 

教授のもとで呵究していたときに着手し，その後イラク

帰国後に対象期間を拡大したものである。

この研究は1953年から1961年までの国民所得を生産側

から推計し，イラク経済溝造の特質をあきらかにし，各

工業部門各地域の寄仔率，成長率を明らかにしている。

所得側からの推』は1953年， 1956年， 1960年についての

み与えられている。 1人当たりの国民所得では， 1953年

の45.5ディナール（英ディナールは 1英ぷンド） （1956 

年価格）が， 1961年には69.1ディナールにふえ，産業部

門別の寄与率では，詞一期間に，典林業が減り，｝原油採

掘，製造工業の比率がふえている。 （中村）

| ie1：:t:ぐ[§e;［：三三〇〗｀：口;r:；｀`〗：［ 
The Institute of Economics Development and Re-

searchは1957年．フィリピン大学の一機関として，経済戊

長即論・ f!！J辺に閃ずる閻査研先活軋，舒済成』・-:.に関連す

る(!fl|',j：国の州直＇促進教存 7゜ログラムの推遣，図，杯責料の

提供， 1；I[］査研だlI動の，J欠果ないし， I閲辿地域のインフォ

ノーションの出版国飢等を目的として戊とこれた。

この IEDRのし催で 1963年 10月から 12月にかけて

「1960年代のフィ＇）ピン経済」というテー？り）いこ行な

われた連続溝演とその直後に行なわれた公I}り討論を，上と

め加筆した論文集。含ま九ている論文は1960:fj一代に限ら

ず，現在ないし未末のフィリピン経済構造の正阪な側面

を示すものとして，研究者のみならず応政行にとっても

烈義深いものである。執筆者のほとんどが研究分野ある

いは実務分野で話躍ヰの経済学の専門家である。序文に

は一般的なものとして編行による「フィリピン経済」と

Carlos P. Rornulo（フィリピン大学総長）の「1960年代

におけるわれわれの課起」が寄せられている。以 Iヽ^ 論人は

つぎのとおり。 AgastinKintanar（フィリヒ゜ン大学経済

学准教授）「1960年代の公共部門における開発則政融箕J,

Armand V. Fabella (Program Implement Agency罪

事長）「間発訃!Jlliに対する戦略の若干の側面i」,Richard

W. Hooley（フィリピン大学経済学准教授）「1%0年代の

民間貯菩；資金且算における試み」， Vernon¥V. Ruttan 

(International Rice Research Instituteの農業経済学者）

「土地改革と国民経済間発」， DonM. Ferry (Program 

Implementation Agency理事）「上地改革の愚政的・社会

I 14 

的側面」， SixtaK. Roxas (National Economic Council 

議長）「フィリピンにおける地域経済開発； 1960年代の

上業エステートの計画」， GerardoP. Sica!（フィリピン

大学経済学助教授）「フィリピン製造工業の構造； 1960

年代の見通し」， BenitoLegarcla（フィリピン中央銀行理

.,if)「ブィリピンの外国貿易の諸間題」， AmadoA. Cestro 

（フィリピン大学経済学教授，フィリピン開発銀行頭取）

「介業の長期融資間咽」。（柳）

| fl：戸三。PeF]□9三，：［三：［三：三冒；ii〗s[|
GFDCは FAOの協賛をえて 1962年5月に発展途上

にある諸国の農業開発に関する国際会談を開催した。こ

の第 1回会議は 0.Schillerと E.H. Jacobyが中心と

なり，外国の農業技衛援助が最も効果的かつ成功裡に利

用されるためにはこれら諸国の農業構造の改善が必要で

あるという認識から，アジア，中近束，アフリカの農業

構造とその改革の諸間題に討議の焦点をおいた。なおラ

テン・アメリカ地域は将来の討議テーマに残された。

この小冊子は会議の報告梗概，議事録，勧告をおさめ

る。農業構造の特質と改革の現状については，南アジア

および東南アジアー―-V.M. Dandekar（インド・ゴー

カレ政治経済研究所教授），中近東 H. Wilbrandt（西

ドイツ•海外農業研究所長），アフリカ（サハラ以南）

~A. Deko （ガーナ •FAOアフリカ地城代表）の報告

がおもなものとしてあげられよう。いずれも当該地域の

概観以上にでるものではないが，会議の結論としては，

これらの地域の農業溝造の特質は既存の伝統的社会経済

バクーンと目標とする近代社会の要件との間の矛盾に由

来するものであること，発展のためには基本的な直要性

をもつ農業政策と農村社会学分野の課題が開発過程に十

分杓慮されていないことなどを強調している。 （浜11)

I L. I)udley Stamp, Africa : a study in tropi-

iく灼le:;l誓二，n｛'nc2,n(］贔’旦ぶw York, John | 
ロンドン大学吐会地理学名脊教授で，国際地理学連合，

王立地理学会会長をつとめた L.D. Stampの1953年出

版の同名の書の第 2版。 1958~60年代におけるアフリカ

諸国の相つぐ独立による大きな社会的・経済的変化に悲

づいて適宜，胄き改められたものである。

初版は 3部に分かれ，第 1部ではアフリカ大陸を地理

学的に概観。気候•水・土壌•森林・草原・砂漠などの
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条件，アフリカ人の生活様式・疾病・連輸などを扱って

いる。第 2部では国別・地域別に歴史的・自然的背最，

政治事情について述べ，第 3部で“アフリカの今日”と

迎して，＇菱容しつつあるアフリカの力しン＇，、な I闊西に触

れている。

：り初， 枯者はこの第 3部を逐次広げることによって，

新しい問題やアフリカの発展の様相を提示するf定でい

た。しかし変動の激しさに，本書ではこの第 3部を省略。

第 1• 2部において， 1962-1963年のアフリカ情勢を客

観的に述べることに努めた。すなわち，本第 2版では第

1 ・ 2部とも初版と同じ形式を整えているが，たとえば

第 2 部の西アフリカの“歴史的背景:"や‘‘英•仏領西ア

フリカのその後”の項では新しい事態に即してかなりの

改訂がなされている。しかし地理学者としての著者の最

大の関心は初版・再版とも上地利用，天然資源の分布な

どのアフリカの目然状況にある。

なお，巻末にはアフリカ三十数力国の面積・人Il・貿

易・主要宵業に間する簡単な統，9|数字が付されている，9

（今井）

I Govt. of lndia, Ministry of Finance, Report 9 
I °j the Committee 091 Utilisati(）11 0f E.rt(？rnal趨

、A,sistancc,New Delhi, 196,J, G~lp. 蕊

＇ インド箱済のI井］発と多禄化が進行するに＇うれて外［月採

助の範囲と棺は近年枠しくふえているが， 1共打•された援

助は必ずしも迅速かつ灼率的に利用されているとはし、え

ない。そのJ原因を究明し改善措骸を講ずるためにインド

政府は 1963年6月に社両委員会メンバーの V.K.R. V. 

Raoを会長とする委員会を組織した。調査には援助供与

のすべての国および機関とあらゆる形態，受入側の公共

部門および民間部門企業，政府機関が含まれる。さらに

外国合弁事業ないしは民間投資の過程で民間部門の直ilii

する諸問題も扱われている。

報告の内容は，供与された援助と発注・支出プロセス

の分析，援助交渉の現状，利用度の低さないしはおくれ

の原因とその改善措置，公共部門における援助利用の改

善方策とプロシェクト援助支出の手続き，民間部門の利

用の開題点，板助供与国の政策と手続き，外貨f算とl笈

助利用，などてある。

仝体的結論としては援助利用の改善はその手続きを能

率的にすることと [iij時に 5カ年』画の実施効率の水準に

も依存すると述べている。なお付録として，供与国・機

関別の援助を似接クレジットと輸出延払いに分類してそ

の手続きを概略し， さらに1963斗12月31H現在までに締

結され利用された外国援助と利用額，利用度の変化を示

す付表がある。 （浜11)

~ Bruce M. Russett et al., iVorld handbook of l信閏信ぶ？麿ご言';1,lC塁悶:,New Heaven, 1 
低間発諸国をもふくめた全世界の政治・社会指標を集

めたもの。 BruceRussettを中心として「エール政治デ

ータ』両」が編成され， KarlDeutschらエール大学政

治学科のスタッフによる委員会が「計画」を監督した。

第 1祁「分布状況」，第 2部「傾向と型態の分析」の 2

部に分けられ，第 1部では，人的資源（総人口，労働力

比率，出生率，死亡率，自然人口増加率，人口 2万をこ

える都市の人口等），政治と政府 (GNPにたいする政府

支出・収人の比率，政府雇用者の全雇用者にたいする比

率，軍人の総人口にたいする比率，総投票率，共産党投

隈率，宗教政党投票率等），コミュニケーション（新聞普

及率， 1人：りたり映画鑑賞回数等），国富（面積当たり）、

11, GNP農業雇用労働比率，業績動機指標等），衛生，

教が家族社会，所得分布（農地分布，所得分布），宗教

の 9 人•項日にわけられ、 75項目について 133 国・領の統

I, 1が収められてし‘る。

第3部は，集められた統，，1に基づいて，種々な指標の

相兄鱈l、l'Iを析出し， 1975年における人[l, GNP，農業

人11比オ等を予測する。 （中村）

I Iぅ


